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発 言 通 告 書 

【件名及び発言の要旨】 

１ 上地市政における横須賀美術館の位置づけと今後のあり方につ

いて 

(1) 横須賀復活を掲げる上地市長にとって、横須賀美術館とはど

のような存在であり、横須賀復活に資するものなのか。 

市長選挙を通じて訴え、施政方針でも述べた「復活３構想」

の１つに「スポーツ・音楽・エンターテインメント都市」構想

があるが、「アート」も重要な位置を占めている。 

しかし「アート」の拠点の１つであるはずの横須賀美術館に

ついて上地市長は施政方針で一言も触れておらず、今後４年間

の方向性を示した「横須賀再興プラン」でも全くと言っていい

ほど触れていない。 

市議時代に「行列のできる美術館をめざせ」と改革案を記し

た提言書を歴代市長に５度にわたって出してきた上地市長の過

去の経緯を踏まえると、強い違和感があった。 

ア 横須賀復活を掲げる上地市長にとって、現在の横須賀美術館

とはどのような存在なのか。 

イ 横須賀復活のために、横須賀美術館は何らかの役割を果たし

うるとお考えか。 
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ウ もし横須賀復活に資する存在であるとお考えならば、施政方

針では全く触れず、横須賀再興プランでも全くと言っていいほ

ど触れていないのはなぜか。 

エ 現在まで担当部局に対して特に何も指示を出しておられな

いのはなぜか。 

オ 集客への改革はある程度進んだので、このまま社会教育施設

として毎年約３億円の赤字はやむを得ないというお考えなの

か。 

カ 横須賀美術館のさらなる改革のお考えはあるか。 

(2) 今後の横須賀美術館の運営形態のあり方をどうお考えか。 

開館以来 11 年、年間観覧者数は例年 10 万人台にとどまって

おり、美術館運営評価委員会も達成目標を「10万人以上」から

さらに高く設定していく姿勢が見られない。 

こうした姿勢は公設公営の限界だと受けとめており、毎年の

赤字を１円でも減らすべきとの立場から私は指定管理者制度の

導入を提案し、その前段階として市長部局への移管を訴えてき

た。前市長は 2014 年度から移管への取り組みを実施したものの、

市長交代によって立ち消えとなっている。 

ア 市長は、今後の横須賀美術館の運営形態のあり方をどうお考

えか。現行の公設公営のままでよいとお考えか。 

イ 施政方針で市役所の組織改正の目玉とおっしゃった「文化ス

ポーツ観光部」へ横須賀美術館を移管すべきではないか。 

(3) 放置されたままの美術品等取得基金の絵画の扱いと、今後の

基金の存廃をどうお考えか。 

４億円の美術品等取得基金のうち３億 9,980 万円の絵画を購

入しながら一般会計で買い替えをせずに 10 年間にわたって基

金に放置したままとなっている。 

監査委員から「横須賀市監査委員公表・平成 30年第１号」が

公表され、この点を指摘するとともに「今後、美術品等取得に

関して長期的な視点に立った在り方を検討することが望まれ

る」との「意見」が出された。 

歴代市長が放置してきたこの基金のあり方について、存続か
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廃止かの結論も含めたあり方の見直しが上地市長に求められて

いると私は受けとめている。 

ア 監査委員公表の意見を読んで、本市が 10 年間も、基金で購

入した絵画の買い替えを避けてきたことをどうお考えか。 

イ 買い替えを行うべきか否かについてはどうお考えか。 

ウ 市長はこの基金の存廃についてどうお考えか。 

エ 本市がこれまで実質的に凍結してきた新たな美術品等の購

入について、今後どうすべきと市長はお考えか。 

 

２ 本市で現在暮らしている、これから暮らすことになる外国の方々

がこのまちの一員として安全で安心して暮らしていかれる体制づ

くりの必要性について 

市長は施政方針において、労働力不足解消のために外国の方々を

市内に招き入れる仕組みを検討する旨を述べ、「横須賀再興プラン」

にも明記し、来年度予算案にも予算計上している。 

私は、本市に満ちている閉塞感や人口減少からくる不安の高まり

に対して、本市の新たな市民として外国の方々を積極的に招き入れ

ることは「多文化共生のまち」として再興していくことにつながる

ことと期待している。 

(1) 招き入れる定住外国人の規模はどの程度を目指しているか。 

ア 本市は今後、諸外国からどの程度の数の方々を招き入れたい

と考えているのか。 

(2) 安全で安心に暮らしていかれるための支援がさらに必要では

ないか。 

新たに招き入れるまでもなく、すでに外国人市民は本市人口

の約４％（基地人口を除くと約 1.2％）を占めており、母国を

離れて本市で安全・安心に暮らしていかれるように本市はさま

ざまな取り組みを行ってきた。 

しかし、言葉の支援、医療アクセスのしやすさ、災害時の対

応など、現在の取り組みではいまだ十分とは言えない。そこで

さらなる取り組みを提案する。 
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ア 外国の方々が市役所・行政センターなどの公的機関に手続

き・相談のために来訪した場合に備えて、「やさしい日本語」

の基本的な実践ができるように本市職員の研修を実施すべき

ではないか。 

イ 外国の方々に情報発信を行う際の「多言語広報指針」や「横

浜市『やさしい日本語』の基準」を作成した横浜市と同様に、

本市も全庁統一の指針と基準を作成すべきではないか。 

ウ 市内の公的施設の表記や各所の案内板に「やさしい日本語」

を用いた表記を徹底すべきではないか。 

エ 市のあらゆる配布物やホームページの表記、防災情報メール

など日常生活に必要な情報発信についても「やさしい日本語」

版を作成すべきではないか。 

オ 身近な診療所で安心して治療を受けられるように、神奈川県

などが制作した「外国語医科歯科診療マニュアル」「多言語医

療問診票」の積極的な活用を、医師会と歯科医師会に改めて依

頼すべきではないか。 

カ 災害時も外国の方々と市民がコミュニケーションできるよ

うに「やさしい日本語」講座を市民や災害ボランティアに対し

て積極的に実施していくべきではないか。 

キ 外国の方々を雇用する市内の中小零細企業に対して、商工会

議所と本市が連携して、本市での暮らしに定着できるための共

通の講座開催などを検討すべきではないか。 

(3) 「地域の担い手」となっていただく仕組みづくりが必要では

ないか。 

横須賀復活のためには外国人市民と日本人市民が共に「地域

の担い手」として活躍していただくことが必要だ。 

ア 外国人市民が、町内会・自治会への加入、防災訓練や地域行

事へ参加しやすい仕組みづくり、まちづくりに参画しやすい環

境づくりをすべきではないか。 

 

３ 「小児在宅ケア」の仕組みづくりの必要性について 
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施政方針では「子育て・教育環境の再興」として妊娠・出産・子

育てに関する多様な取り組みが語られたが、子どもたちの中でも最

も支援が必要な存在である医療的ケアや医療依存度が高いサポー

トが必要な子どもたち（医療的ケア児）について取り上げられなか

った。 

日常生活を送るために 24 時間 365 日の医療が必要な医療的ケア

児、その御家族を支える体制づくりが必要だが、本市においても地

域の医療、看護、福祉など多職種において少しずつふえてきた。 

今こそ「在宅療養連携会議」の子ども版を立ち上げて、多職種を

顔の見える関係とし、「小児在宅ケア」に参画する人々をふやすた

めの仕組みづくりが必要だ。 

(1) 御家族を初め、「小児在宅ケア」に関わりのある保健、医療、

福祉、教育その他各分野の方々と行政の担当各部局をメンバー

とした新たな連絡調整の場を作り、定期的かつ継続的に開催す

べきではないか。そして、退院支援、生活の場におけるケア、

レスパイト、急変時の対応、みとりまで顔の見える関係を作り、

地域の課題を抽出し、意見交換や情報共有を行い、解決への方

策をともに考えていくべきではないか。 

(2) 医療的ケア児に対する関係分野の支援を調整するコーディネ

ーターの養成と配置が喫緊の課題だが、本市は来年度どのよう

に取り組んでいくのか。 


